
小金井市行財政改革市民会議（第２回）次第 

 

日時 令和２年８月２８日（金）   

午後７時００分から      

場所 本庁舎３階第一会議室     

 

 

１ 行財政改革プラン２０２５策定方針について 

 

２ 小金井市の行財政の状況等について 

 

３ 行財政改革プラン２０２５策定に向けた論点等の整理について 

 

４ アクションプラン２０２０の進捗チェックについて 

 

５ 令和２年度行財政改革市民会議の部会構成について 

 

６ その他 

 

 

 

※ 配付資料 

事前配付・資料１ 市の財政状況（抜粋） 

     ・資料２ アクションプラン２０２０進行管理シート（令和元年度分） 

 当日配付 

     ・資料３ 小金井市行財政改革プラン２０２５策定方針 

     ・資料４ 新たな行財政改革に向けた課題及び論点の整理について 

     ・資料５ 第５次小金井市基本構想・前期基本計画（案）～概要版～ 

     ・資料６ 経済財政運営と改革の基本方針２０２０（概要版） 

     ・資料７ 第１０期行財政改革市民会議部会員名簿（案） 



「寶砺1
令和2年8月28日~

小金井市行財政改革市民会議(第2回）

3歳入の概専

市税は約1. ~ 7億円、国庫支出金は約1~ 6~ ~2億円、都支出金は約8~ 5億円､ 繰入金は約3、5
億円の増、地方消費税交付金は約3． 5億円の減となっています。

歳入の根幹である市税は､個人市民税が雇用・所得環境の改善による納税義務者数の増、固定資産税及び都
市計画税が固定資産の評価替えの影響等により増となりました。
国庫支出金は、臨時福祉給付金給付事業関連の補助金が約2億円、保育士宿舎借上支援事業費補助金が約
0． 4億円それぞれ皆減となりましたが、社会資本整備総合交付金が約14． 4億円、生活保護費等負担金が
約1 、 9億円、保育所運営費負担金が約1． 6億円、保育所等整備交付金が約0． 4億円それぞれ増となりま
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地方財政政策と市の主だる歳入の変動

平成30年度は、昨年度に引き続き個人市民税及び固定資産税の増による市税収入の増、
国庫支出金､都支出金や市債が増となったこ~とから、歳入総額は約473.~ 8億円となり前
年度対比では約46億円の増となりました。 ~ ~

~~ しかし、下記のような経常的に歳入が見込まれる主な一般財源については、地方消費税交
付金をはじめとする税連動交付金等が減となったことから､~約2億円の減となりました。

主な一殿財源の推移 (単位：百万円）
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※地方財政状況調査（平成30年度は速報値）による。 （普通会計）
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4歳出の柵

（1）目的別歳出

教育費､公債費等は減となりましたが､総務費民生費、土木費等が増となってい
ます｡ ~ ~ ， ： ~

総務費は約6~， 5億円の増で、庁舎建設基金積立金が約4億円、財政調整基金積立金が約
1． 7億円それぞれ増等によるものです。 ~ ~ ト~ ~

民生費は約11億円の増で、臨時福祉給付金が約1． 7億円、福祉会館解体工事が約1. 5
億円それぞれ皆減となりましたが、保育所運営等委託料が約3． 5億円、国民健康保険特別会
計繰出金が約1:息 ; 4億円､"保育所整備事業補助金が約1億円、生活保護扶助費が約0． 9億円
それぞれ増等によるものです。

1億円の増で、武蔵小金井駅南口第2地区第一種市街地再開発事業補助金
東小金井駅北口まちづくり事業用地取得費が約10. 8億円それぞれ増等

土木費は約39~“
が約26． 5億円;
によるものです。

教育費は約0． 6億円の減で、教育施設整備基金積立金が約0． 6億円の増となりました~
が、小金井市立図書館本館空調設備改修工事が約0． 9億円、本町小学校非構造部材改修工事
が約0． 3億円それぞれ減等によるものです｡ ~ ~ ｡ ： P

公債費は約1.~8億円の減で、市債償還元金が約1.~ ~5億円、市債償還金利子が約0． ~3億
円それぞれ減によるものです。 ~ ~ ： ~

(単位：千円、％）

１
１
対前年度比較平成29年度平成30年度

款

構成比 増減額 増減率決算額決算額 構成比

費 △967 △0．31議
今
云 0．8 365, 127 0.9364， 160

2総 務 費 651,603 13．05,021, 145 12.55,672,748 12.4

費生 1, 101,728 5．748.03民 20，363．067 44.7 19,261,339

4術 生 費 30,432 0．74, 166,237 9． 1 4, 135,805 10.3

5労 働 費 △1，602 △0．60．7280，787 0.6 282，389

6農林水産業費 △36．8△22，9950． 1 62，408 0. 139,413

7商 費 19,800 13.6145,864 0.4工 165,664 0.4

8士 木 費 3，907，095 113．73， 159，243 7.97,066,338 15.5

9消 防 費 16,701 1. 11,469,506
‘、 庁

、、イ3．31，486，207
－少

三云

目 費 △1．610教 A55,6153,453, 137 7．6 3，508，752 8．8

11公 債 費 △6．64177,2012,503,413 5．5 2,680,614 6．7

支出金12諸 0 0.00．0 0 0．00

今
口 計 5,468,979 13.645,561, 171 40，092， 192 100．0100．0

※地方財政状況調査（平成30年度は速報値）による。 （普通会計）
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(単位：百万円）

平成30年度平成28年度 平成29年度平成26年度 平成27年度平成24年度 平成25年度平成22年度 平成23年度平成21年度平成20年度

365 364会費 392 360375二台

醗賭 369 366427339 332343

5，673総務費 5， 181 5,0214，7734， 160 4,500 4，2036，583 5，921 9, 1574．984

’

19,261 20，36317,830民生費 16,413 17,47516,60414，808 14,97113,93511．053 12, 111

4,1664,247 4, 136衛生費 3，899 4，017 4,1704,5113，955 4，2263，810 3,627

281292 282労働費 387 416 310515557 602355 407

3949 6235 46 384643 313837農林水産業費

166商工費 194 146210 163 243161167 175194163

7,066土木費 4，390 3, 1593,4063,792 3，468 2，8746,125 5，325 4，2796,370

~
1,470 1,486消防費 1,684 1,7681，467 1,5001,600 1,5461,585 1,553 1，558

I
3,453教育費 3,236 3，5093，3103,536+ 4, 111 3，5123,595 3,478 3,4384,466

Ｊ
~

￥刀

2，5042,681公債費 2,6722,939 2,7412，891 2,9312,682 2，660 2，752 2,811

00諸支出金 0 000 0 000 0

歳出合計 40,092 45,56140,21936，487 37，989 36，458 38，54238，023 41,55437,23235，848
~~

※地方財政状況調査（平成30年度は速報値）による。 （普通会計）
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(2)性質別歳出

義務的経費は約4． ~4億円の増となり、人件費、扶助費が増とな~った一方、公債費は減と
なっています。また､ 《その他の経費では積立金、投資的経費等も増となりましたが､維持補
修費は減となっています｡ … ： ~ ~

人件費は約0． 8億円の増で、一般職期末。勤勉手当が約0. ~ 7億円､~保育士補助業務非常勤嘱
託職員報酬が約()“ 2億円のそれぞれ増等によるものです。 ：

扶助費は約5． 4億円の増で、臨時福祉給付金が約1.~ ~ ~7億円の皆減となりましたが~、保育所運
営等委託料が約3． 9億円、生活保護扶助が約0． 9億円、民間保育所補助金が約0ル ’8億円のそ
れぞれ増等によるものです｡~ 。 ゞL ~ ~~ ~ 『 ~ ~ ~

公債費は約1． ~8億円の減で､~ ｣市債償還元金が約1． 5億円の減等によるものです。
; h… ；

維持補修費は約0： 3億円の減で、中間処理場機器修繕が約0． 5億円の減等によるものです｡

積立金は約5． 2億円の増で､ ~庁舎建設基金積立金が約4億円､財政調整基金積立金が約1
億円のそれぞれ増等によるものです。 、 ‘ γ ~

７

投資的経費は約39，" ~1億円の増で､武蔵小金井駅南口第2地区第一種市街地再開発事業補助金
が約26． 5億円、東小金井駅北口まちづくり事業用地取得費約10. 8億円のそれぞれ増等によ
るものです。 = § ~ ~ ! "! i ~: : ~ ~ ~ ；

(単位：千円、％）

対前年度比較平成29年度平成30年度
分区

増減率増減額決算額 構成比決算額 構成比

人 件 費 1.415.2 82,73513．5 6,081,0016， 163，736

う ち職員給 0.829,6398．7 3,926,569 9．83,956,208

扶 助 費 4.8535,01311，084，780 27．611，619，793 25．5

債 費 △6．64177,201公 5.5 2,680,614 6.72,503,413

義務的経費 計 19,846,395 49.5 440,547 2.244.520,286,942

物 件 費 6,619,659 16.5 17,692 0.314.66,637,351

維持補修費 A11.2△28，7820.6256,314227，532 0．5

補 助 費 等 13. 1 378，340 7．25,248,8705,627,210 12.4

積
－
７
ム

ュ
ユ 金 25. 12，070，388 5.2 519，7295．72，590， 117

投資及び出資金

貸 付 金
470 0.0 16 3．4486 0．0

』

繰 出 金 6．88．0 3,421,214 8.5 232，9983,654,212

‐

ｌ

ｌ

ｌ

ｌ

ｌ

ｌ

Ⅱ

【

■

投資的経費 3，908，439 148．76，537，321 14.3 2，628，882 6.6

へ
口
″ 三4－

口I 5,468,979 13.640,092, 192 100.045,561, 171 100.0

※地方財政状況調査（平成30年度は速報値）による。 （普通会計）
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蕊投資及び

出資金･貸付金

蕊積立金

補助費等

鐵維持補修費

鱗物件費

蕊公債費

麺扶助費

霊人件費

”
辛

印

(単位：百万円）
~ ~

|平成…’平成25年度’
平成29年度 平成30年度平成24年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度区分 平成22年度 平成23年度平成21年度平成20年度

人件費 6,081 6， 1645,909 6,0216,797 6,295 6,0717,0367，884 7,469 7,568

扶助費 10,369 11,085 11,6209,6()38, 157 8，376 8，8858，0295,641 7,4355，320

公債費 2,5032,672 2，6802,891 2.931 2,939 2，7412,660 2,752 2,8112，682

物件費 6，620 6,6376，5516, 155 6，255 6,504 6,4916，0665，390 5，739 5,788

192 256 ’28維持補修費 188 183 192 182186145 156 186

補助費等 4,933 5,249 5,6274， 151 4， 179 4,7913，967 4，066 4， 1234，237 5,691

積立金 2，047 2，293 2,070 2，59(）624 1,973 1,6462，046 1，3091,2201，028

投資及び

出資金・貸付金
10 0 0 1 16 0 0 111

繰出金 3,6543，951 3,414 3，4213，723 3,9393,445 3，547 3,6913,4333, 143

6,5372,827 3，773 2,6292, 103投資的経費 4，836 8,504 3，801 4, 1615,2176,008

歳出合計 45，56136，487 37，989 36，458 38，542 40，219 4()，09237，232 38，023 41，55435,848

※地方財政状況調査（平成30年度は速報値）による。 （普通会計）

5



（3）地方潟費穏交付金（引上げ分）の社会保障財源化内駅

(単位：千円）

平成29年度 平成30年度

地方消費税交付金 2,012,2682，358，686

)ち現行分 987，3931， 157，550

うち引上げ分 1,024,8751,201,136

(単位：千円）

事業費
(人件費除く）

一般財源特定財源事業名

平成30年度平成29年度平成3()年度平成30年度 平成29年度年度 平成29年度

社会福祉

1,093,709社会福祉費 1，321,7711，883，276 1，778，7272，872，4363，205，047

老人福祉費 287，300275, 138114,564404, 168 401,864 [29，030

児童福祉費 3，266，215 2,951, 1771,226,357 5，649，7457，492，572 8＞600,922

生活保護費 755,470 623,7542,584,“0 2,812,5203,436,2743,340, 110

小 計 4，955，94010,355,556 5，618，5948,823,30314,441,897 15，311，496

社会保険

525,513国民健康保険繰出金 296,987 395,492688，936 822,500 293，444

介護保険事業繰出金 1,004,483973,5881(),2811,014,764 9，909983，497

ユ．小 口， 1,369,080 1,529,9961，837，264 303，353 307,2681,672,433

保健衛生

|保健衛生費
|後期高齢者医療特別会計繰出金

保健衛生費

後期高齢者医療特別会計繰出金

463，468385，972 170,392849，440 382，996853，388

890,548 914,699999，301 1,029,885 108,753 115，186

『 ﾆﾄ

ﾉ｣、 訂 1,378, 1671,360,940501, 1581,852,689 1,879,325 491,749

]7,967,019119｡028,085 1 9,618,405 19,618,40519,028,08517,967,019
ｌ
Ｉ
Ｉ
Ｉ
Ｉ
■
『
Ｉ

』公
口 計 7,864, 10311,163,982 8,348,614

|｜ ､3~0%’13.0％地方消費税交付金のうち引上げ分の一般財源への充当率 14.4%

※引上げ分の地方消費税交付金は社会保障施策にの一般財源に充てる。

※社会保障4経費とは、社会福祉、社会保険及び保健衛生に関する施策をいう。
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5主移財政指標 》

○人件費比率

○人件費比率％
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※普通会計一地方財政状況調査（平成30年度は速報値）による。

○経常収支比率~嬉 嬉
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※普通会計一地方財政状況調査（平成30年度は速報値）による。 ※一般的に70％～80％が適正水準といわれる。

※平成13年度～平成18年度までは経常一般財源等に減税補てん債、臨時財政対策債を加えて算出し、平成19年度からは経常
一般財源等に減収補てん債特例分、臨時財政対策債を加えて算出

○公債費比率
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※普通会計一地方財政状況調査（平成30年度は速報値）による。

※一般的に15%が警戒水準、 20%が危険水準といわれる。
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○実質公債蕃比率
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○実質収支

億円 ○実質収支
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※普通会計一地方財政状況調査（平成30年度は速報値）による。

現在高○財政調轄基金

& 億円 ○財政調華基金現在高
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※普通会計一地方財政状況調査（平成30年度は速報値）による。

○市債現在高

億円 ○市債現在高
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※普通会計一地方財政状況調査（平成30年度は速報値）による。
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○投資的経費比率

％ ○投資的経費比率
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※普通会計一地方財政状況調査（平成30年度は速報値）による。

○職員数

年度 人
○職員数人
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※普通会計一地方財政状況調査（平成30年度は速報値）による。
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○人件贄

○人件費億
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※普通会計一地方財政状況調査（平成3()年度は速報値）による
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※普通会計一地方財政状況調査（平成30年度は速報値）による。
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※普通会計一地方財政状況調査（平成30年度は速報値）による。
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6基金と市債の柵

（1）唾

(単位：千円）

区 分 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

基金現在高 4，441，973 5,564,827 6,478, 176 7,314,480 8,308,241

市債現在高 28, 185,938 26, 144,778 24,201,316 21,914,646 21,510,530
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(2)基金の状況

一般家庭では貯金にあたる基金の現在高は、平成26年度は約44億円でしたが、平成2
9年度では約73億円〈~~平成3~0年度では約83億円となりました｡

不測の事態や将来のために積立て、財源不足が生じる年度に活用する~こ ととなる財政調整基金
は、過去70万円台という年度もありましたが､ 平成30年度では約30億円となりました。 ~ ~
財政調整基金は、予算の計画性及び年度間の不均衡調整のためにも重要ですが、平成30年度で
は、多摩26市平均現在高が約42億円であるため、他市と比較すると少ない状況です。今後にお
いても、持続可能かつ自律した行財政基盤の確立を図っていくため、基金の効率的な活用と積極的
な積立てを推進していきます。 ~ ~ ~ ~ ~

陸基金残高

団うち財政調轄墓令

塵基金残高

園うち財政調轄墓令
|基金現在高圃關：
陸
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０
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肘

-26
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卿 州
19 戸~戸；

12

~柵 鰄
平成26年度一薄~＃平成27年度 ：~r 平成28年度~ 平成29年度 計:で ~~急平成30年度

当蔑:鑑…令 ~~ 、＃~‐毒 ' … ~≠…Ⅷ ＝ ~ ゞ -杙報象 ＃;?: ■ ~ざ2J報:~、/J…≦ ;J"% :;…月 ~

(単位：千円）

平成 3 0 年

積立額｜取崩額｜
1,410, 1581 984,0001

」’ 01
800,0691 01
100,5811 3,0001
214,970 558,912

1’ 0
5761 7,296
3,2591 1,8001
60,5021 41,34811

‐ 01 01‐
｡＝

2,590,1171 1,596,3561

度

現在高

3，033，872

9,416

2,700,607

767,758

1,526,044

3，029

3，014

57，378

207，058

65

8,308,241

平成28年度

現在高

平成29年度

現在高
区 分

財

職
一
庁
一
地
一
環
一
都
一
み
一
市
一
教
一
士

政調整基金

員退職手当基金

舎建設基金

域福~祉基金

境 基 金

市再開発整備基金

どり と公園基金

営住宅整備基金

育施設整備基金

地開発基金

合 計

2,107,629

9,414

1，520，062

520,643

2,057,560

3，028

17，439

54，447

187，889

65

6，478， 176

2,607,714

9,415

1,900,538

670, 177

1,869,986

3，028

9，734

55,919

187,904

65

7,314,480

※地方財政状況調査（平成30年度は速報値）による。 （普通会計）
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（3）市債の状況

③一殿会計の状況

一般会計の市債(借金）の残高は減少傾向で推移しでいます。留意すべき点は、特例債い
わゆる赤字債についてです。 ~

減税補てん債は平成19年度に廃止され､_平成29年度の残高は約9億円でしたが、平成
30年度では約7億円となっています｡ 4 W
臨時財政対策債は、平成13年度から開始され、平成2~7年度から普通交付税不交付団体
となったため､借入れしていませんが､現在高は約68億円となっています。 ~

また、建設事業債については、平成29年度借入額よりも増額となりましたが、償還額が
借入額を上回ったことにより、平成30年度市債現在高は減少しました｡ しかし、今後も駅
周辺整備等の多額の財源を必要とする事業が山積しており、市債については、できるだけ発
行を抑制するよう留意しています。 ~ ′ : 1 ~ ~ ！ ￥ ~ ~

圓市債現在高

国うち特例債」億円
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鐸
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~

~~~ 94

－~ 84
100
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蕊
： F 弾 吋､ 箔瑚

＃ ｡- ､ふ＃
＃ . 』 鼎

鄙 2

醤…鐘篭鷲 勵撫卜

50

鎌P

i詮蕊と熱蝋
0

I謹巡華雛型轌鐇懇

平成26年度~ "≦ ~~'§平成27年度趣認平成28年度~ ミ ゞ平成29年度
"…; " ~ ~ ~ ． 、、（． :…，:= :"_剖‐鐘薑=窪鎌デ rl .｣ § ~~ ポ 亭：

平成30年度
上 . 、 . 岳

胃

(単位：千円）

平成28年度 平成 3 0 年度平成29年度

現在高
区 分

現在 高 借入額 償還額 現在
-古
1戸］

建設事業債 14,795,098 13,479,819 1,913,500 1，379，651 14,013,668

特例債（赤字債） 9,406,218 8,434,827 0 937,965 7,496,862

減税補てん債 1,053,733 855,406 200,204 655,2020

臨時税収補てん債 43,413 0 0 00

臨時財政対策債臨時財政対策債 8,309,072 7,579,421 0 737,761 6,841,660
夕

今
口 計 24,201,316 21,914,646 1,913,500 2,317,616 21,510,530

※地方財政状況調査（平成30年度は速報値）による。 （普通会計）
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②市全体の状況

市全体の市債等の状況は､~『平成15年度以降増加し〈平成23年度にピf一クとなりました
． 』…

が、平成24年度以降は再び減少傾向となづています。

平成26年度に減少
市債残高は減少して

一般会計の市債残高は平成24．25年度はほぼ横倍推移していましたが、
に転じました｡下水道事業特別会計では、維持補修的な事業が中心ですので、
います。 ゞ ~ ~

国民健康保険特別会計では、平成23年度に歳入歳出決算見込におきまして不足が見込まれたこ
とから保険財政自立支援事業貸付金を借り入れ、平成27年度に償還が終了しました6~

土地開発公社は、市の依頼に基づき計画的に土地の取得を行っており、平成17年度をピークに
減少し､その後は増減を繰り返しており、平成30年度は減少となりました。 ~

(単位§千円）

平成30年度平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度区 分

今
云一 般 計 21,914,646 21,510,53026, 144,77828,185,938 24,201,316

国民健康保険特別会計 0 064,000 0 0

下水道事業特別会計 1,261,5021,361,4421,669,424 1,562,612 1,460,770

土地開発公社 942,5082,065,573 2,131,911 1,661,4361,622,992

へ
口
／

計 24,937,524 23,714,54031,984,935 29,839,301 27,285,078

1
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建設事業債と特例債（赤字債）の現在高推移
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※地方財政状況調査（平成30年度は速報値）による。 （普通会計）

特例債（赤字債）の現在高推移
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⑤平成30年度借入市債の内駅

(単位:千円）

償還

期間

(年）

利率

(％）

事 業区分 名 市債額 借入先 借入 日

都市計画事業

(都市計画道路3．4．12号線整備事業）
公

的

資

金

財政融資

資 金
20(3)3,900 令和元年5月28日 0.20

都市計画事業

(都市計画道路3．4．8号線整備事業）
財政融資
資 金

20(3)15,400 0.20令和元年5月28日

都市計画事業

(武蔵小金井駅南口第2地区第一種市街地再開発事業）
財政融資
資 金

20(3)397,200 0.20令和元年5月28日

計 416,500

都
都市計画道路134号線整備事業 振興基金 2()(3)17,000 平成31年3月31日 0.10

東小金井駅北口まちづくり事業用地取得事業 振興基金

振興基金

10(2)971,000 平成31年3月31日 0.005

0．20貸 小長久保公園用地取得事業 2()(3)51,000 平成31年3月31日

東小金井駅北口土地区画整理事業 振興基金 20(3)66，000 0．10平成31年3月31日

都市計画事業
(都市計画道路3．4．12号線整備事業）

振興某令 20(3)付 25，000 平成31年3月31日 0.10

都市計画事業

(都市計画道路3．4．8号線整備事業）
振興墓令 20(3)75,000 0．10平成31年3月31日

都市計画事業

(武蔵小金井駅南口第2地区第一種市街地再開発事業） 振興墓令 20(3)292，000 0．10平成31年3月31日
金

計 1,497,000

今
ロ 計 1,913,500

※償還期間（ )内書きは据置期間

都市計画事業

（武蔵小金井駅南口第2地区

都市計画事業

(都市計画道路3．4．12号線整備事業）

3,9()()千円第一種市街地再開発事業）

292,000千円

都市計画事業

(都市計画道路3．4．8号線整備事業）

蝿75,000千円

都市計画事業

職

都市計画事業

(都市計画道路3．4．8号線整備事業）

15,400千円

~~ ~~

市計~画事業

〕地区第一種市街地再開発事業）

97,200千円

(都市計画道路3 4．12号線整備事業

25,000千円
{哺弔{哺弔 ~~

澤

鍔

Ⅱ

鍔

卒

、

ザ

都市計画道路134号線整備事

17,000千円

議溌
心

東小金井駅北口土地区画整

66,000千円

合計1,913,500千円
』L 1

由り

4，報
」 L

~~帝 4

守

I

h

都市計画事業

武蔵小金井駅南口第2地区

第一種市街地再開発事業）

51,000千円
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9平成30年度市民一人遇だ&Iの市穂内駅(26市比較）

うち固定資産税
(市民一人当たり）

市税合計
(市民一人当たり）

うち個人市民税

(市民一人当たり）

うち法人市民税

(市民一人当たり）

市名市名市名 市名 単位：円単位：円 単位：円単位：円 ノ

唾
ｌ
ｌ
２
ｌ
３
ｌ
ｌ
４

唾

ｌ

ｌ

２

ｌ

３

ｌ

４

唾
ｌ
ｌ
２
ｌ
３
ｌ
４
三
Ｅ
－
６
ｌ
７
ｌ
８
ｌ
９
ｌ
叩
一
皿
一
一
吃
一
喝
一
皿
一
一
略
一
肥
一
Ⅳ
’
昭
一
四
一
加
一
別
一
翠
一
塑
型
一
妬
一
妬

唾
~
ｌ
ｌ
２
ｌ
３
ｌ
４

※武蔵野市※武蔵野市 立川市※武蔵野市 109,161120,696 26，887278,782

立川市麿市 府中市立川市 三 95，99596，289 22，440219，277

※多摩市※武蔵野市麿市 国 、7 巾三 92,93192，650 2(),573204，565

※国分寺市 羽村市 羽村市府中市 84，76690，583 17,207203， 173

小今井‘市 ※昭島市 府中市国立市 84，42389，081 5 15,377 5198, 1875

※多摩市 ※昭島市※多摩市 調布市 ６
ｌ
７
ｌ
８
ｌ
９
ｌ
ｍ
－
ｕ
ｌ
吃
一
昭
一
哩
一
胆
壹
略
一
Ⅳ
｜
鴫
一
四
一
加
一
剖
一
塑
一
配
一
型

76,5106 14,667６
ｌ
７
ｌ
８
ｌ
９
ｌ
ｍ
ｌ
皿
一
岨
一
昭
Ｍ
一
応
一
陥
一
Ⅳ
’
昭
一
四
一
加
一
創
一
躯
一
羽
一
型
一
妬
一
妬

196,561 86,461

麿市 国寸市羽村市 狛江市 三 75，736189，254 80，056 7 13，922

麿市小平市府中市調布市 三 73,87277，730 ８
’
９
｜
、

12,895188,597

調布市日 野市※国分寺市 稲城市 71,94011,955186,390 77，541
:鞠! ::;::‘I 皐需mi~“

稲城市西東京市 調布市小金:井市 68， ()43176;636 74，607 10,806

八王子市 ※国分寺市小平市※昭島市 65，15872,155 9,566175,307
皿

一

※国分寺市 日 野市町田市稲城市 64,07872，082 8,718170，881 吃

一

昭

一

哩

一

妬

一

肥

一

Ⅳ

’

昭

一

一

四

一

別

一

刻

一

塊

一

羽

一

一

型

一

溺

一

妬

八王子市
ユー

巾 町田市日 野市 立川 63，522166,569 72，053 8,310

武蔵村山市※青梅市日 野市小平市 62，84271,629 8,032163,496

※多摩市 東大和市 ※青梅市八王子市 62,69371,430 7，538161,083

小金井市町田市
」
Ｌ

一
、
二 市国 7,381 61,64665,818159,574 ※東久留米市

小平市西東京市西東京市 八王子市 61,612158，301 65, ()25 7,229

武蔵村山市 東大和市羽村市狛江市 63，733 60,4916，827151,580

町田市東大和市 ※東村山市 小金井市 60，006149,480 62,828 6，380

稲城市 西東京市※青梅市 東大和市 59，03］62，825147，976 6,311

※昭島市 ※東村山市 57，6696， 135 ※東久留米市※東久留米市 145,901 62, 162

あきる野市武蔵村山市 清瀬市 福生市 54，457141,603 59，748 5，730

福生市福生市※東村山市 54，09558，280 5，456139，041 ※東久留米市

※東村山市福生市 ※青梅市 清瀬市 53,05257，730 5, 179136,967 ジ勤

狛江市あきる野市 あきる野市 あきる野市 50，864132,778 55，607 4，779 麺
■
函J主

瀬市ｲ月 武蔵村山市 狛江市 清瀬市 48, 195128，384 51,578 4，290

26市平均26市平均 26市平均 26市平均 68, 184171，936 73，476 10,561

類似団体平均類似団体平均 類似団体平均 類似団体平均 72，353180,824 77,541 10,667

(普通会計一地方財政状況調査速報値による） ※類似団体
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10平成30年度人件費比率・経常収支比率(26市比較）

経常収支比率

(特例債を除く）
経常収支比率人件費比率

市名 市名 市名単位：％ 単位：％単位：％ 順位！ I IJシロ 宇1』L ： フo

,l府中市 83.9
2,蕊武蔵野市｜ ＄4~，
且|八王子市| 88. ｣
4稲城市| 89. 1

5三麿市’ 89.4

61※多摩市｜ ”~‘
7燕昭島市’ ’0~，
8,立川市1 9，~ ，

91町田市｜ ，,~ヨ
91狛江市 ，,~，
ul小平市| ,2~ア
,21※東村山市| ,$~ 」
,21福生市’ ’3~ 1
12 1清瀬市| 93,

,51束大和市｜ ，“
16※東久留米市’ ’4~§
17｜武蔵村山市 94.6

181西東京市 95.3

,91認布市|［ 95~§
201国立市’ ’6~，
211示金井市 ，6~4
221※国分寺市 ，6~＆
-1

231日 野市 97.7

241あきる野市｜ 鯛~‘
251蕊青梅市’ ’9~‘
坐|羽村市| ］”ア
26市平均’ 93~2

府中市 83．9

※武蔵野市 84.2

八王子市 88. 1

稲城市 89. 1

麿市三 89.4

※多摩市 90．3

※昭島市 90．9

立川市 91. 1

町田市 91－3

狛江市 91.3

小平市 92．7

※東村山市 93_ 1

福生市 93. 1

清瀬市 93． 1

東大和市 94．4

※東久留米市 94.5

武蔵村山市 94．6

西東京市 95．3

調布市 95.8

国京市 96．2

小金井市 96．4

※国分寺市 96．8

日 野市 97．7

あきる野市 98．6

※青梅市 99．6

嘩

‐
１
｜
｜
ワ
臼

唾

ｌ
ｌ
２
ｌ
３

ｌ
４

府中市 府中市 83．911.3

※武蔵野市※昭島市 127 84．2

※青梅市 麿市三13.0 89.4
g》

,〕

調布市 ※多摩市13. 1 4 90．3

lL JI I ÷mV 「、13. 1
戸

、4 91.1※東久留米市

武蔵村山市 八王子市且|八王子市’ 92．8

7稲城市 93.5

81※昭島市 ’4~§
､調布市｜ ”&
,01町田市 95.9
11 国立市 96.2

,21小■至笄市 , YM4
,31小平市’ ’6~§
141狛江市’ 96~7

,51※国分寺市’ ’6~＄
16福生市| ,6,
17情瀬市| 100.0

，7旧野市| 」00~，
19※東村山市| ]0L$
201蕊東久留米市, ［02，
2,武蔵村山市｜ 」02~§
2,西東京市| ］02~‘
231束大和市| ］02~§
24羽村市| Ⅲ05~§
251あきる野市 ‘07~，
261 ※青梅市 108~？
26市平均’ 97~ 」

92.8

稲城市 93．5

※昭島市 94.8

調布市 95．8

町田市 95．9

国 、‘ﾉ 市 96．2

小金井市 96.4

小平市 96．5

狛汀巾 96．7

※国分寺市 96.8

福生市 96．9

清瀬市 100.0

日 野市 100.0

※東村山市 101.3

102.3※東久留米市

武蔵村山市 102.5

西東京市 102.5

東大和市 102.8

羽村市 105.5

あきる野市 107.0

61武威村山市| 13.4

71小‘金井■市lm9~~ も
81八王子市 ］3~6
9｜立川市 】3~？
,01 ※武蔵野市 」3~9
,0東大和市 ‘3~，
121西東京市｜ ､4~，
131小平市 ’4~，
141二麿市 」4~4
,41町、巾 」4~4
,41あきる野市 】4~4
F|日 野市 Ⅲ盤§
17※東村山市｜ ［4~§
,91福生市｜ ［4~，
20※国分寺市| 15-O

2,羽村市｜ ］5~ Ⅲ
2,|稲城市｜ Ⅲ5~ &
雨|※多摩市｜ ］鼠’
23清瀬市｜ 』5~3

25狛江市｜ Ⅲ5~4
26 国立市’ 16~§
26市平均｜ 」4~2

13.4

小金井市 13．5

八王子市 13．6

立川市 13．7

※武蔵野市 13.9

東大和市 13．9

西東京市 14．0

小平市 14.2

麿巾三 14.4

町田市 14．4

あきる野市 14.4

日 野市 14.5

※東村山市 14．5

福生市 14.9

※国分寺市 15.0

羽村市 15. 1

稲城市 15. 1

※多摩市
1i一 『、

.10，，

清瀬市 15．3

狛江市 15．4

鐘
－フざ

錘

類似団体平均 類似団体平均 類似団体平均13－9 96.993．2

(普通会計一地方財政状況調査速報値による） ※類似団体
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1Z平成30年度市民一人当だ&Iの積立金・地方債現在高(26市比較）

積立金現在高
(市民一人当たり）

地方債現在高

(市民一人当たり）

うち財政調薬某令現在高

（市民一人当たり）

テ

市名市名市名 単位：円 単位：円単付：円 唾

１

’

２

唾

１

’

２

唾
ｌ
ｌ
２
ｌ
３
ｌ
４
ｌ
５
ｌ
６
ｌ
７
ｌ
８
ｌ
９
ｌ
ｍ
ｌ
皿
一
⑫
’
昭
一
哩
一
妬
一
肥
一
Ⅳ
’
昭
一
四
｜
加
一
証
一
泥
一
銅
一
一
型
一
妬

※多摩市※武蔵野市 川市
星

』上295,377 57，365 94，288

福生市 ※武蔵野市府中市 195, 177 42,841 97，579

福生市※武蔵野市福生市 143,865 41,696
0
J
＝＝＝

120,989
n

o

※昭島市 立川市※多摩市 134,414128,723 ４

’

５

６

41． 126 4

立川市 ※国分寺市 小平市127,719 39，967 5 136，622

※国分寺市府中市※昭島市 30，768 156,72396，656 ６
｜
ｌ
７
ｌ
８
ｌ
９
ｌ
ｌ
ｍ
－
－
ｕ
－
胆
一
一
昭
一
一
陞
一
賂
一
一
焔
一
一
Ｗ
’
昭
一
四
一
一
加
一
別
一
酩
一
調
一
型
一
泌
一
一
妬

府中市※国分寺市 稲城市 162,60795，730
旬

イ 30,24(）

麿市 調布市三 172,56078．054 里
９
｜
里
Ⅱ
｜
些
些
画
一
些
些
Ⅳ
｜
里
！
四
一
聖
里
ｒ
些
竺
煙
岸
塑
~
配

※東久留米市 29，934

国立市 町田市国立市 77,618 29，891 176,085

小金井､市日 野市 東大和市 1776:12428,77376，999

※東村山市 国立市調布市 71，848 27，566 178,873

小金井市 ※青梅市 ※昭島市 179,20068,412 27，434

※多摩市 日 野市武蔵村山市 185,80565，094 26,912

羽村市※東村山市 小i金N井"市63，713 24,982 187,845

麿市 武蔵村山市清瀬市 三 203,92924,03860,720

三蘆市日 野市東大和市 23，037 210,89158,995

稲城市 羽村市58, 110 22，727 ※東久留米市 211,536

八王子市小平市 狛江市55，205 22，625 227， 193

狛江市※青梅市 町田市 236,45222,21651，222

武蔵村山市 東大和市狛江市 50,374 21，437 240，387

あきる野市 ※青梅市町田市 50，368 20,713 254, 129

清瀬市 清瀬市 261，213※東久留米市 49,639 20, 116
？‘“雲，
、~：渉奔

鍔蓉－－…
尭挺

稲城市羽村市 八王子市 266，30549，237 18，562

〆…
小平市 ※東村山市ﾉし干子市 39，693 15,586 271，985 ＃

疋
卑
里
声
で
寺調布市 西東京市あきる野市 39．522 15，311 278,227

蕊
261 ､､~、～－．

蕊緋

鍾診 畿鯵鐸
『鍵謡楊&

西東京市 あきる野市西東京市 34，851 14,833 312,393

26市平均 26市平均 26市平均83，959 197,51427,719

類似団体平均類似団体平均 類似団体平均106, 184 32，452 180,321

(普通会計一地方財政状況調査速報値による） ※類似団体

鷲1



14市の家計簿

もし、小金井市が年収500万円の家庭としたら（平成28年度の歳入額を基準と~し《 50
0万円とします｡~ ） ~ ~ “ '

市の財政と家庭の家計ではしくみが違いますが、分かりやすくするために、家計簿に置き換えてみ
ました。 ~ 、 ‘ 。 ~ ~ ~ ：

~ ： ~ ､ゞ§ :塁 ~％ ： ・ ・ 1 ， ． ′ ‐ 、

平成30年度は､ ~対前年度比で収入全体では55万円の増です。親からの仕送り （国庫支出金) 、
ローン借入（市債) ~などが増えました6 ‐ ~ h: :
支出は全体で64万円の増で、家の増改築や車の購入等（投資的経費）などが増えましたが、ロー
ン返済(公債費)~~は減りました。 ：~; ~ ~ i・ ~ ~ ~ ~ ~ j
その結果、実質収支は対前年度7万円の減とな~りました。 … ・~ : ~ ゞ

【小金井市の家計簿I

【支出】【収入】

項目項目 平成30年度平成29年度平成Z8年度平成30年度平成28年度 平成Z9年度

73万円71万円 7Z万円人件費 食費254万円Z51万円250万円市税 給料

義
務
的
経
費

~分担金及び
負担金等

137万円131万円扶助費 123万円20万円18万円 20万円 医療費パート収入

財産収入
寄附金

30万円32万円31万円0万円 公債費3万円 ローン返済自
主
財
源

1万円家賃収入

~ ~~240万円
-卦_寺F__ 琿

小 ､ : ~計 235万円225万円19万円15万円Z1万円繰入金 貯金の取崩し

光熱水費や

被服費移との
生活費

78万円78万円物件費 78万円31万円25万円19万円鐸越会 去年の余&l

家や車の
修理代

3万円維持補修費 2万円 3万円小． 計 324万円309万円 314万円

ケラア活動費
やサーケル、

会合の会費

国都支出金
地方譲与税等

親からの
仕送LI

67万円58万円 6Z万円補助費等Z13万円185万円 189万円

㈱
依
存
財
源

25万円 30万円27万円禮壷会2万円 Z3万円6万円 貯金市債 ローン借入

子どもへの

仕送&I
43万円40万円 40万円鐸出金小 一計 236万円

~~ ~~
191万円 191万円

家の増改築や
車の購入等

77万円31万円45万円投資的経費~合:号､ ~誌 土獅も
" : ~ 涯零塚ご蜜~

500万円~ 505万円
560万円

男

~
翌年度に繰越
すべき財源

小 計 239万円 298万円0万円 Z50万円Z万円1万円来年支払い分

560万円

鶏雑雪蕊蕊輝誉

計i窪合 538万円475万円 474万円合計（繰越財源を除<)C
499万円
503万円

|I制則
1 1]
'く自

然r
蕊謹篝蕊蕊蕊蕊蕊蕊謹蕊蕊蕊蕊蕊

'24万円I29万円|z"万円’29万円24万円

－－ 畠二一 一=

|溺万円|31ml2277IwllZZ万円31万円Z5万円’ 実質収支C-B形式収支A-B

※地方財政状況調査（平成30年度は速報値）による。

驚露



小金井市行財政改革市民会議（第２回）


■記載内容

□R元年度の取組
（Ｄ）

□今期の評価（C）

□改善事項（A）

■進行管理／進捗チェックの流れ
①各部署での自己評価（Ｄ・Ｃ・Ａ）

③各部署が記入した評価等を見直し（Ｃ・Ａ）

　行財政改革市民会議（庁外）での進捗チェック（Ｃ・Ａ）

【凡例】

　　Ｓ：計画を超えて達成

　　Ａ：計画どおりに達成

　　Ｂ：実施したが計画に未達

　　Ｃ：未実施

・今期の評価（Ｃ）が「Ｂ」「Ｃ」評価の場合は、次年度に向けた取組内容を記入

アクションプラン２０２０進行管理シート（令和元年度分）

取組項目ごとの、令和元年度の計画（Ｐ）に対する、令和２年３月末時点の取組内

容

計画（Ｐ）に対する取組についての評価と評価の理由を記入

②行財政再建推進本部（庁内）での進行管理　及び

・アクションプラン２０２０で定めた計画（Ｐ）の変更が必要な場合、その内容

令和２年８月２８日

（評価の例）
課内検討 → Ｓ：庁議等で協議し一定結論を得た

Ａ：課内検討を終え一定結論を得た
Ｂ：検討を進めたが結論を得ていない
Ｃ：課内検討に至らなかった

庁内検討 → Ｓ：行政決定し、事業を実施した
Ａ：庁議等で協議し一定結論を得た
Ｂ：検討を進めたが結論を得ていない
Ｃ：庁内検討に至らなかった

実施 → Ｓ：想定以上の成果が出た
Ａ：ほぼ想定どおりの成果が出た
Ｂ：効果が想定を下回った、実施時期が遅れた
Ｃ：実施に至らなかった

推進 → Ｓ：新たな取組へ昇華した
Ａ：遺漏なく推進した
Ｂ：推進したが実施できなかった
Ｃ：事業自体廃止した

資料２

1



取組①

R元上半期 R元下半期 評価

企画政策課 ⑧推進 → Ａ

企画政策課
④審議会

等
→ Ａ

行政経営
担当

③庁内検
討

→ Ｂ

納税課 ⑧推進 → Ａ

納税課 ⑧推進 → Ａ

納税課 ①調査
②課内検

討
Ａ

まちづくり
推進課

⑧推進 → Ａ

徴収困難な市債権引継ぎ 検討実施
方向性の確
認

課内検討等を行い
方向性が得られた。

なし

市税収納率の改善
（東京都市部で上位となる収納率
の確保・維持）

継続実施 歳入確保

東京都市部で上位
となる市税収納率が
確保できる見込みで
ある。

なし

開発の推進
法・条例・要
綱に基づく開
発指導

良好な住環境
整備の推進

条例・要綱に基づ
き、適切に推進して
いるため。

なし

行財政改革市民会議による
進捗チェック（Ｃ）

・概ね計画どおりに進捗していると評価します。

・新型コロナウイルス感染症の影響により、小金井市の財政の根幹である税収に大きな影響が長期的に及ぶことが考えられます。
・このため、市税収入の適正な確保のための努力と、所得が大きく減少した納税者等への適切な配慮が必要です。
・その上で、「徴収引継（債権管理）」等を推進するように努めてください。

なし

アクションプラン２０２０　進行管理シート

後世に夢を残そう！
税収等の確保

取組項目 担当部署
計画（Ｐ） R元年度の取組（Ｄ） 今期の評価（C）

改善事項（A）
取組の経過 得られた成果 評価の理由

不動産公売・インターネット公売
本市で初とな
るインターネッ
ト公売を実施

歳入確保

捜索を実施し差押えた
物件について、イン
ターネット公売を行い
成果を得られた。

第４次小金井市基本構想・後期基
本計画とまち・ひと・しごと創生総合
戦略の推進

継続実施 計画の推進
問題なく推進してい
る。

徴収引継（債権管理の推進）
納税課との協
議

実施に向けた
課題の整理

実施に向けた課題
を整理し、令和２年
２月から３月にかけ
て納税課と検討を重
ね、視察等も行う予
定だったが、新型コ
ロナウイルス感染症
拡大に伴う緊急事
態措置等のため、そ
れらを延期したた
め。

徴収引継の
対象となる介
護福祉課等
も含めた協
議を行い、下
半期の試行
に向けて準
備を進める。

なし

第５次小金井市基本構想の策定
審議会設置・
検討

審議の実施
長期計画審議会・起
草委員会を実施。

なし
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取組②

R元上半期 R元下半期 評価

企画政策課 ⑧推進 → Ｓ

行政経営
担当

③庁内検
討

⑦実施 Ｃ

行政経営
担当

④審議会
等

→ Ｂ

生涯学習課
②課内検

討
→ Ｂ

ネーミングライツ導入
（総合体育館・栗山運動公園）

業者ヒア実施
他市事例研
究

他市事例を参
考に業者と協
議

総合体育館につい
ては結論を見たが、
栗山公園健康運動
センターについては
調査の段階である。

行財政改革市民会議による
進捗チェック（Ｃ）

　「寄付金の募集強化（ふるさと納税の活用促進）」が、寄附・金額ともに大幅に増加したことを評価します。
　今後も、魅力的な返礼品づくりも含めて、寄附が集まるように取組を進めてください。

　「寄付金の募集強化の仕組みづくり」は、令和２年度にクラウドファンディングの活用を行う予定とのことです。しっかりと進めて、今
後につなげてください。
　「ネーミングライツ導入」では、総合体育館について、公園内の案内板交換等を負担する必要があるため、費用対効果が出ないと
の結論とのことでした。栗山公園運動センターについても、令和２年度中に検討を終えて、結論を出すようにしてください。

引き続き調
査を行う。

広告等の活用推進
スポーツ振興
担当との情報
共有

検討状況の
把握

スポーツ振興担当に
おいて、栗山運動公
園におけるネーミン
グライツ導入に関す
る検討がされている
が、新たな取組の実
施には至っていない
ため

実施の可否
及び要件を
整理し、ス
ポーツ振興
担当と協議
する。

要綱等の
ルールの整
理を行うとと
もに、新型コ
ロナウイルス
対策関連事
業へのクラウ
ドファンディン
グ活用等を
検討する。

アクションプラン２０２０　進行管理シート

知恵と工夫で勝負！
新たな財源等の確保

取組項目 担当部署
計画（Ｐ） R元年度の取組（Ｄ） 今期の評価（C）

改善事項（A）
取組の経過 得られた成果 評価の理由

寄付金の募集強化の仕組みづくり

ふるさと納税
の使途に「は
けの森美術館
及び美術の森
緑地に関する
こと」を加えた
（R2.3.31まで
の時限措置）

所管課とふる
さと納税制度
の基本的仕
組みを共有し
た。

本来予定していた、
クラウドファンディン
グの仕組みを利用し
た寄附募集の実施
に至らなかったため

寄付金の募集強化
（ふるさと納税の活用推進）

ふるさと納税
業務の安定
運営

寄付金額の
増

寄附件数・金額とも
に大幅に増加した。

なし
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取組③

R元上半期 R元下半期 評価

企画政策課 ①調査 Ｂ

行政経営
担当

④審議会
等

→ Ａ

財政課 ⑧推進 → Ａ

管財課 ⑦実施 → Ａ

管財課 ⑧推進 → Ａ

管財課 ⑧推進 → Ａ

管財課 ⑧推進 → Ａ

管財課
②課内検

討
③庁内検

討
Ａ

会計課 ⑧推進 → Ａ

選挙管理委
員会事務局

⑦実施 Ａ

検討しているが結論
には至っていない。

引き続き検
討する。

公用車の削減
課内検討・庁
内検討・実施

1台削減

管財課車両1台廃車
に併せ、各課車両4
台を管財課車両に
所管換えした。

なし

開票事務の迅速化
天地表裏反
転ユニットの
導入を実施

開披のみの
時間数の比
較は困難だ
が、開披作業
の効率化に寄
与した。

諸条件の差異により
単純比較はできない
が、投票用紙の天
地表裏を揃える作業
を機械化すること
で、作業の効率化が
可能となった。

なし

地方公会計の整備

令和元年度
の備品管理
状況を取りま
とめた

備品管理が
適正に行われ
た

規定のスケジュール
どおりに進行してい
る

なし

新たな入札契約方式（ＤＢ・ＤＢＯ
等）の活用促進

入札公告を実
施

契約締結 契約を締結した。 なし

主管課契約事務の見直し

主管課契約
事務拡大実
施・問合せ対
応

低未利用地の活用・処分 随時対応 ２２件処分
遺漏なく処分を行っ
た。

なし

地方公会計の整備 継続
適切な情報共
有を行った。

関係各課連携し、業
務を推進した。

なし

事務の効率
化

各課の問合せへの
対応、研修の実施
等により、順調に進
んでいる。

なし

なし

アクションプラン２０２０　進行管理シート

類似団体から学べ！
コスト管理・特別会計等健全化の推進

取組項目 担当部署
計画（Ｐ） R元年度の取組（Ｄ） 今期の評価（C）

改善事項（A）
取組の経過 得られた成果 評価の理由

地方公会計の整備 継続実施
H30年度財務
書類

職員はもとより、市
民に対して分かりや
すいものとなるよう
内容を工夫した。

各部・各課コスト管理の推進

・市議会での
新たな事務事
業評価に係る
勉強会実施
・行政評価に
係る視察の実
施
・多摩２６市行
政評価実施
状況調査の
実施

・事務事業評
価の事例等
の市議会との
共有
・多摩２６市の
行政評価実
施状況調査
結果

市議会行財政改革
推進調査特別委員
会において、新たな
事務事業評価の実
施に向けた勉強会
を実施しているため

なし

市制施行周年事業の見直し
課内打合せ
実施

検討中
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R元上半期 R元下半期 評価
取組項目 担当部署

計画（Ｐ） R元年度の取組（Ｄ） 今期の評価（C）
改善事項（A）

取組の経過 得られた成果 評価の理由

保険年金課 ⑧推進 → Ａ

環境政策課
③庁内検

討
⑤準備 Ａ

交通対策課 ⑦実施 Ａ

交通対策課 ⑦実施 Ａ

交通対策課
②課内検

討
→ Ｂ

交通対策課
③庁内検

討
→ Ｃ

低未利用公園等の活用

公園用途廃
止等審査会を
設置し低未利
用公園を審議

２園の用途変
更等を審議

用途変更要望等は
まだ少ないが、低未
利用公園の活用に
一歩踏み出した。

周知の促
進、要綱や
基準の再整
理

特別会計の健全化 継続実施
法定外繰入
金の削減

財政健全化計画ど
おり実施しているた
め。

なし

行財政改革市民会議による
進捗チェック（Ｃ）

　概ね計画どおりに進捗していると評価します。
　「高架下の活用（駐輪場・保管所）」が具体的な進捗に至らなかったのは残念ですが、積極的に取組を検討して進めてきた交通対
策課の姿勢を評価しています。

　新型コロナウイルス感染症の影響の深刻化・長期化により、また、本市が不交付団体であることにより、最適なコストで施策・事業
を実施する必要性は、他の類似団体や近隣市以上となります。
　すべての部署において、施策・事業のコスト最適化に努めてください。

高架下の活用（駐輪場・保管所）
土地所有者と
の協議を実施
した。

なし
具体な進捗には至
らなかったため

土地所有者
との協議継
続を要する。

放置自転車撤去業務の見直し
新たに２市視
察し、課内検
討

２市視察
検討結果まで至らな
かったため

スピード感を
もって進め
る。

街路灯電気料金の一括払い
他市事例参
考に実施

経費削減
他市事例を参考に
課内検討等を行い、
実施に至ったため。

なし

撤去自転車保管所の見直し
土地所有者と
協議し、６月
末返還

経費削減
土地所有者と協議
し、返還に至ったた
め。

なし
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取組④

R元上半期 R元下半期 評価

行政経営
担当

⑧推進 → Ａ

行政経営
担当

⑦実施 Ａ

行政経営
担当

③庁内検
討

→ Ｃ

広報秘書課
③庁内検

討
→ Ｂ

管財課 ⑤準備 → Ｂ

管財課 ⑨検証 → Ａ

会計課 ⑤準備 ⑦実施 Ａ

市民課 ⑦実施 ⑨検証 Ａ

収納・振込業務の効率化

令和元年10
月に口座引落
の電送化を実
施

収納の効率
化を図った

規定のスケジュール
どおりに進行してい
る

なし

市民課窓口委託

・４月からフロ
ア案内業務と
郵送業務を委
託開始
・６月から受
付業務と証明
発行業務を委
託開始

・４月１日時点
で非常勤嘱託
職員５人減員
・８月１日時点
で正規職員３
人減員

事前に業務の引継
ぎ及び研修を実施
し、当初の予定どお
り委託業務を開始
し、非常勤嘱託職員
及び正規職員の減
員を図った。

・異動入力業
務のように委
託していない
業務を担える
人材の確保・
育成
・疑義として上
がってきた内
容を精査し、
事業者側と情
報共有を行う
ことにより、同
様な事例での
疑義の発生を
抑える。

公民連携アウトソーシング基本方
針に基づく業務見直し

継続
課題の明確
化

新たな業務見直し等
検討

必要な情報
提供を適宜
行う。

施設警備委託 継続 ３施設追加

検証の結果、施設
警備委託について
は、特に問題はな
い。

なし

アクションプラン２０２０　進行管理シート

民の強み、行政の役割！
公民連携アウトソーシングの推進

取組項目 担当部署
計画（Ｐ） R元年度の取組（Ｄ） 今期の評価（C）

改善事項（A）
取組の経過 得られた成果 評価の理由

公民連携アウトソーシング基本方
針の策定

市民課窓口
委託、学校施
設の管理業
務委託の実
施

新たな公民連
携アウトソー
シングの推進

市民課窓口業務委
託及び学校施設の
管理業務委託の前
倒し実施など、新た
な公民連携アウト
ソーシングが推進さ
れているため

・新たな公民
連携アウト
ソーシングの
推進
・基本方針の
さらなる周知

７月を目途に
庁内検討結
果をもとにし
た課内検討
を開始する。

秘書業務の一部派遣化

企画政策課
行政経営担
当において、
関係課との協
議を行った

なし
庁内検討のとりまと
め結果を得ていな
い。

総合案内業務の見直し なし なし

併せて検討していた
市民課窓口委託を
優先して行うことと
し、それを踏まえて
検討することとされ
ているため

市民課窓口
委託の業務
安定の上で、
庁内検討を
行う。

市民課窓口
業務委託の
開始

計画どおり市民課窓
口業務委託が実施
されているため

窓口業務委
託の安定及
び総合案内
業務の委託

窓口改革の推進（市民課窓口委託
等）

市民課窓口
業務委託の
開始
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R元上半期 R元下半期 評価
取組項目 担当部署

計画（Ｐ） R元年度の取組（Ｄ） 今期の評価（C）
改善事項（A）

取組の経過 得られた成果 評価の理由

コミュニティ
文化課

②課内検
討

→ Ｂ

環境政策課 ⑦実施 Ｓ

自立生活
支援課

⑤準備 → Ｃ

保育課
④審議会

等
→ Ｃ

児童
青少年課

①調査 → Ｂ

児童
青少年課

②課内検
討

→ Ｂ

交通対策課 ⑧推進 Ｃ

庶務課 ⑦実施 → Ａ

学務課
③庁内検

討
→ Ｂ

施設管理業務の委託化
小学校２校の
委託化を実施

４人の非常勤
嘱託職員を削
減

予定通り委託化を実
施できたため

なし

環境楽習館の運営方法見直し

Ｈ30年度中に
検討を終え、
Ｒ元年度から
実施

645千円の財
政効果

運営の見直しを半年
前倒しして実施

なし

公民連携アウトソーシング基本方
針に基づく業務見直し

事例の調査
方向性の整
理

検討は進めたもの
の、具体的な方法の
結論を出すに至らな
かった。

適切なアウト
ソーシングの
方法につい
て継続して検
討・準備す
る。

学童保育所委託（１所）
入所見込数
の試算と大規
模化の検討

入所見込数
の把握

入所見込数の試算
と大規模化の予測を
行い、今後の見込み
について検討した。

大規模化の
見込みが得
られ、今後の
運営体制の
検討が必要

市立保育園の民営化（２園）
公立保育園
運営協議会で
の説明・協議

なし
公立保育園運営協
議会での説明・協議
が進んでいない。

児童館業務委託
公民館の進
捗状況を確認

公民館の状
況を把握

職場協議を開催後、
公民館の状況を把
握したが、児童数急
増の学童保育所へ
の大規模化対応が
急務となった。

学童大規模
化や施設複
合化を見据
えた検討が
必要

公民連携アウトソーシング基本方
針に基づく業務見直し

１　課内検討
２　運営協議
会

小金井市立
はけの森美術
館への提言

課内検討は終了し
ておらず、引き続き
検討することとした
ため

令和２年３月
にはけの森
美術館運営
協議会から
提出された
「小金井市立
はけの森美
術館への提
言」を受け、
引き続き課
内での検討
を継続する。

引き続き説
明・協議を継
続する。

スケジュール
の見直しを含
め、今後も進
めていく。

民間活用による駐輪場整備 未実施 なし

駅周辺に駐輪場とし
て整備できる土地が
ないため未実施と
なった。

駅周辺に駐
輪場として整
備できる土地
がないため、
取組項目を
継続するか
検討を要す
る

学校給食調理業務の更なる委託

・職員団体と
協議中
・要望書を提
出した市民と
意見交換

・進捗状況と
してはなし

進捗はしていない
が、協議を重ねてお
り、市民とも意見交
換ができた。

7



R元上半期 R元下半期 評価
取組項目 担当部署

計画（Ｐ） R元年度の取組（Ｄ） 今期の評価（C）
改善事項（A）

取組の経過 得られた成果 評価の理由

図書館 ⑤準備 → Ｂ

公民館
④審議会

等
→ Ｂ

公民館運営
審議会にお
いて審議す
るとともに、
市としての結
論を得る。

図書館業務委託 継続 なし

関係部署との協議を
継続しているが、進
展には至っていな
い。

次の段階に
進めるよう
に、課題解決
に向けて協
議を進める。

公民館センター化・業務委託

・中長期計画
策定スケ
ジュールに
従った検討
・公民館運営
審議会におけ
る審議

公民館運営
審議会との方
向性の共有

公民館運営審議会
で審議を継続してい
るものの、結論を得
るには至っていない
ため

行財政改革市民会議による
進捗チェック（Ｃ）

　全般的に、取組を進めようとしていると評価します。
　特に、「市民課窓口委託」が実施され、職員の工夫・努力により窓口サービスが向上したことを評価しています。

　その一方で、保育園・学童保育所・児童館・図書館・公民館等の従来からの課題については、あまり進捗が見られません。
　積年の課題であり、困難であることは承知していますが、トップランナー方式が採用される中、不交付団体である小金井市にとって
は、それらの事業が最適な形で実施されることはとても重要です。
　関係者の理解を丁寧に得るよう努めながら進めるよう、関係各位の奮起に期待しています。
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取組⑤

R元上半期 R元下半期 評価

企画政策課 ⑤準備 → Ｂ

行政経営
担当

⑧推進 → Ｂ

行政経営
担当

⑧推進 → Ａ

行政経営
担当

④審議会
等

→ Ｃ

行政経営
担当

④審議会
等

→ Ｃ

財政課 ⑤準備 ⑦実施 Ｂ

職員課 ⑦実施 Ａ互助会交付金の見直し

互助会交付
金の負担割
合の引下げを
実施

負担割合の
削減
0.8→0.7

他市状況を踏まえ、
引下げを計画どおり
実施できたため。

なし

現在検討中
の新たな事
務事業評価
における実
施を含め、行
政経営担当
と連携してい
く。

アクションプラン２０２０　進行管理シート

徹底した市民目線で！
補助金・受益者負担・給付水準の適正化

取組項目 担当部署
計画（Ｐ） R元年度の取組（Ｄ） 今期の評価（C）

改善事項（A）
取組の経過 得られた成果 評価の理由

新基準に基づく補助金等の見直し
行政経営担
当との調整

補助金等の
見直し方法の
意見交換

新たな事務事業評
価において補助金
等を見直すことを含
め、行政経営担当で
今後の進め方を検
討中であるため。

新基準に基づく受益者負担の見直
し
（長期総合計画等売払収入）

課内打合せ
実施

担当内の受
益者負担基
準の理解

他市等の受益者負
担基準を担当内で
共有した。

引き続き情
報収集、情
報共有に努
める。

委員会、審議会の報酬見直し 課内検討
報酬見直しの
影響と対応策
の検討

課内検討中であり、
審議会等に諮るに
は至らなかったため

行財政改革
プラン２０２５
策定に向け
て、市民参加
の在り方を踏
まえて整理
する。

給付水準の見直し 課内検討

給付水準適
性化の課題
及び手続きの
検討

給付水準の基準に
ついての事例が少
なく、給付水準見直
しの方針案等を行財
政改革市民会議に
諮るには至らなかっ
たため

行財政改革
プラン２０２５
策定に向け
て、各種給付
の基本的な
考え方を整
理する。

補助金等交付の基準見直し
補助金等検
討委員会

なし

適宜、補助金等検
討委員会での検討
は行われているが、
補助金等見直し基
準に基づく行財政再
建推進本部による
検討対象の抽出の
上での検証・見直し
等は行えていないた
め

現在検討中
の新たな事
務事業評価
における実
施を含め、財
政課と連携し
ていく。

受益者負担の基準見直し

・各課におけ
る受益者負担
の見直し
・見直しに向
けた調査、検
討

道路管理課に
よる道路占用
料見直し

基準を踏まえた見直
しや調査が個別に
進められたため

なし
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R元上半期 R元下半期 評価
取組項目 担当部署

計画（Ｐ） R元年度の取組（Ｄ） 今期の評価（C）
改善事項（A）

取組の経過 得られた成果 評価の理由

コミュニティ
文化課

②課内検
討

→ Ｂ

コミュニティ
文化課

②課内検
討

→ Ｂ

市民税課
②課内検

討
→ Ａ

下水道課
②課内検

討
→ Ｂ

地域福祉課 ⑥試行 ⑦実施 Ａ

自立生活
支援課

⑦実施 ⑤準備 Ｂ

健康課 ⑨検証 ⑪見直し Ａ

保育課 ⑦実施 → Ａ

保育課
②課内検

討
→ Ｂ

道路管理課 ⑤準備 → Ａ道路占用料の見直し
議会上程
占用企業者と
の意見交換

歳入増（約
1000万円／
年）となる予
定。

進捗、成果ともに計
画通りに実施でき
た。

なし

新基準に基づく補助金等の見直し
課内検討を実
施

見直しの必要
性の確認

課内検討を進めた
が、見直し内容の確
定にまで至っていな
い。

予算にて見
直し内容を反
映させること

保育料の見直し
段階的改定を
H31.4実施

受益者負担
の適正化

改正条例に基づき
H31.4に改定を行っ
た。

幼児教育保
育無償化以
降の0-2歳の
保育料の在
り方

更なるがん検診の有料化
全てのがん検
診の有料化

①受診機会
の拡大
②申込方法
の簡便化

①胃肺大腸のセット検
診の通年化及び大腸
がん検診の検診期間
延長
②特定健診、後期健
診の案内にがん検診
申込ハガキを同封

なし

新基準に基づく補助金・受益者負
担・給付水準の見直し

継続実施
給付水準の
見直し

給付水準の見直しは
実施できたものの、時
間外勤務時間数の増
加等に影響が出た。

補助金・受益
者負担・給付
水準の見直し
が可能なもの
について検討
する。

新基準に基づく補助金等の見直し 要綱施行
申請団体の
公平性が担
保された

要綱施行し、事業を
実施した。

なし

新基準に基づく受益者負担の見直
し
（減免基準）

課内検討に資
する資料を収
集

なし

庁内の他の減免事
項との比較検証を
行ったが、さらに検
討が必要となった。

Ｒ3以降の
「⑦実施」を
変更せずに、
課内検討を
深めていく。

新基準に基づく受益者負担の見直
し

他市の証明
書発行手数
料との比較検
討

本市の手数
料は高い水準
にある

現在の発行価格
は、26市中、高い水
準にあり、引き続き
の調査を行うことと
した。

なし

新基準に基づく受益者負担の見直
し

課内検討 なし

集会施設使用料に
ついて、他市の調査
を実施したが、検討
終了に至らなかった
ため

他市状況調
査の内容を
踏まえ、引き
続き課内検
討を進める。

新基準に基づく補助金等の見直し

１　秋のイベ
ント再編協議
会
２　課内検討

なし

課内検討は終了し
ておらず、引き続き
検討することとした
ため

市民まつり関
係補助金に
ついては、秋
のイベントの
再編に関連
してどのよう
に位置づけ
られるか、引
き続き検討
する。
所管する他
の補助金に
ついても、引
き続き課内
検討を進め
る。
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R元上半期 R元下半期 評価
取組項目 担当部署

計画（Ｐ） R元年度の取組（Ｄ） 今期の評価（C）
改善事項（A）

取組の経過 得られた成果 評価の理由

学務課 ⑨検証 → Ａ

指導室 ⑦実施 → Ａ

生涯学習課 ①調査 → Ｂ

公民館
④審議会

等
→ Ｂ

行財政改革市民会議による
進捗チェック（Ｃ）

　全体的に、取組を進めようとしていると評価します。
　「道路占有料の見直し」は、道路管理課の方で自ら進めた取組であると評価しています。

　しかし、「受益者負担基準」は定められたものの、具体的な見直しはあまり進捗していません。
　また、「公民館有料化」等、監査での指摘も含めて、積年の課題であるものが残っている感があります。
　評価「Ｂ」の取組については、年度内に進められるものを進めつつ、課題を整理して、行財政改革プラン２０２５につなげてください。

公民館有料化

・中長期計画
策定スケ
ジュールに
従った検討
・公民館運営
審議会におけ
る審議

公民館運営
審議会との方
向性の共有

公民館運営審議会
で審議を継続してい
るものの、結論を得
るには至っていない
ため

公民館運営
審議会にお
いて審議す
るとともに、
市としての結
論を得る。

就学援助の見直し
他市状況につ
いて調査

本市の状況と
比較した。

次年度の検討に向
けて他市状況を把
握できた。

見直しした場
合の影響を
算出する。

上水公園運動施設の有料化
利用団体ヒア
実施

体育協会加
盟の利用団
体へのヒアを
完了

利用団体の意向確
認を終え、それらを
踏まえた更なる検討
が必要。

引き続き調
査を行う。

新基準に基づく補助金等の見直し 継続実施
明確な基準に
よる補助金執
行

昨年度改正した補
助金要綱に基づい
て、適切に補助金執
行を行うことができ
ている。

なし

11



取組⑥

R元上半期 R元下半期 評価

行政経営
担当

⑪見直し → Ａ

職員課 ⑧推進 → Ａ

市民税課
②課内検

討
③庁内検

討
Ｓ

ごみ対策課 ⑤準備 → Ｂ
ごみ対策課業務見直し
（分室業務・類団差整理を含む）

具体案の準
備及び職場内
での合意形成
に向けた協議

具体案の準
備及び職場内
での協議

実施に向け、具体案
の準備をしたもの
の、職場内での最終
的な合意形成まで
は至らなかった。

実施に向け、
具体案の再
検討及び合
意形成を目
指す。

課税業務見直しによる類団差整理
（１人）

本部長指示に
基づき職場協
議を実施

職員２人の会
計年度任用
職員化を行う
結論を得た。

職員の会計年度任
用職員化によって２
人の職員の減を行う
結論を得たため

なし

行財政改革市民会議による
進捗チェック（Ｃ）

　概ね計画どおりに進捗していると評価します。

　「ごみ対策課業務見直し」についても、検討・準備が進められ、令和３年度及び４年度に実施される方向とのことでした。そのように
進められるように努めてください。
　更なる職員数の適正化と重点化に向けて、新たな取組について引き続き検討・実施してください。

中長期的な展望に基づく計画的な
職員採用

職員採用試
験の実施

採用予定者
の獲得

定員管理計画を踏
まえた、職員採用試
験を実施したため。

なし

定員管理計画の策定
（職員数削減・重点配置）

重点配置の
必要性の検
討、各課の職
場協議への
出席を通し
て、定員管理
計画を改定し
た。

定員管理計
画の改定

定員管理計画を改
定し、職員の適正化
及び重点配置を行っ
たため

なし

アクションプラン２０２０　進行管理シート

少数精鋭で高い市民サービス！
職員数の適正化と重点配置

取組項目 担当部署
計画（Ｐ） R元年度の取組（Ｄ） 今期の評価（C）

改善事項（A）
取組の経過 得られた成果 評価の理由
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取組⑦

R元上半期 R元下半期 評価

企画政策課
他４１部署

⑧推進 → Ｂ

行政経営
担当

⑥試行 ⑦実施 Ａ

職員課 ⑧推進 → Ａ

職員課 ⑧推進 → Ａ

目標達成に
向けた重点
項目等の取
組の徹底

アクションプラン２０２０　進行管理シート

市民の「ありがとう」のために
職員の意識改革

取組項目 担当部署
計画（Ｐ） R元年度の取組（Ｄ） 今期の評価（C）

改善事項（A）
取組の経過 得られた成果 評価の理由

時間外勤務の抑制
（各課目標時間の厳守）

令和元年度に
４つの重点取
組項目を掲
げ、全庁で推
進

退庁時間の
表示や時差
出勤制度等
の活用推進

取組を推進している
ものの、時間外勤務
時間数が目標時間
を上回ったため

民間交流の実施 継続実施 4件実施

東京オリンピック・パ
ラリンピック競技大
会組織委員会、多
摩信用金庫、小金
井市観光まちおこし
協会と人事交流を実
施したため。

なし

派遣研修の実施 継続実施 1件実施
東京都への派遣研
修を実施したため。

なし

行財政改革市民会議による
進捗チェック（Ｃ）

　概ね計画どおりに進捗していると評価します。
　「改善改革運動の実施・推進」について、令和元年度には、延べ２４９人が参加する合計７２取組が報告され、最優秀取組２件・優
秀取組２件・奨励取組２件があったとのことです。引き続き、この取組を進めて、職員の意識改革が広がることを期待します。しかし、
職員の意識改革は永遠の課題であり、改善改革運動についてはメリハリをつけて一定のところで区切りをつけていくことが必要であ
ると考えられます。

　「時間外勤務の抑制」（各課目標時間の厳守）が達成されなかったのは、残念です。
　ワーク・ライフ・バランスの観点からも、その原因を分析して、たとえば、業務プロセスを見直したり、ＲＰＡ等の新技術を活用する
等、新たな取組に挑戦することによって職員の生産性を向上させていくよう努めてください。

改善改革運動の実施・推進

・要綱の制定
・説明会等に
よる庁内周知
・運動の本実
施

・７２取組の報
告、延べ２４９
人の参加
・最優秀取組
２件、優秀取
組１件、奨励
取組２件

計画通り本実施し、
試行実施時を上回
る報告数及び参加
人数を実現したため

報告しやす
い環境を作
るための更
なる庁内周
知及び改善
取組の共有
を行う。
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取組⑧

R元上半期 R元下半期 評価

行政経営
担当

⑧推進 → Ａ

職員課 ⑦実施 Ａ

会計課 ⑦実施 Ａ

選挙管理委
員会事務局

②課内検
討

Ａ

保険年金課
②課内検

討
→ Ｂ

市民税課
③庁内検

討
⑤準備 Ａ

資産税課
③庁内検

討
⑤準備 Ａ

納税課 ⑦実施 Ａ

ごみ対策課 ⑦実施 Ａ

職員の非常勤化
（職員２→非常勤職員２）

H30年度に1
名、R1年度に
1名、段階的
に非常勤化を
推進中

1名の非常勤
化を実施

規定のスケジュール
どおりに進行してい
る

なし

職員の非常勤化
（職員１→非常勤職員１）

非常勤化実
施

職員１名削減
計画どおり実施し支
障なく業務を遂行し
ている。

なし

職員の非常勤化
（職員１→非常勤職員１）

非常勤化実
施

職員１名削減
非常勤化を計画ど
おり実施

なし

職員の非常勤（会計年度任用職
員）化

継続実施 なし
検討の材料とするた
め、他市の状況を調
査した。

他市事例を
参考に職員
配置を検討
する。

職員の会計年度任用職員化
（職員１→会計年度任用職員１）

実施 職員1名削減
会計年度職員化実
施

なし

職員の会計年度任用職員化
（職員２→会計年度任用職員３）

本部長指示に
基づき職場協
議を実施

・職員２人の
会計年度任
用職員化を行
う結論を得
た。
・会計年度任
用職員化を実
現するため、
準備を進め

当初計画を上回る
本部長指示につい
て、実施に向け検討
を行うとともに、会計
年度任用職員化実
現のための準備を
行ったため

なし

職員の非常勤化
課内検討を実
施

計画どおり課内
検討は実施し
たためＡとした
が、検討した結
果、非常勤化
は困難という結
論に至った。

比較対象の東久留米
市は、Ｈ30.10.1現在本
市と同じ4人体制であ
り、実務を鑑みても非
常勤職員では選挙時
の対応が困難なため、
非常勤化は困難との
結論に至った。

なし

アクションプラン２０２０　進行管理シート

定型業務を見直せ！
多様な任用形態の活用

取組項目 担当部署
計画（Ｐ） R元年度の取組（Ｄ） 今期の評価（C）

改善事項（A）
取組の経過 得られた成果 評価の理由

職員の非常勤化
（職員２→非常勤職員３）

非常勤化実
施

職員１名削減
非常勤化を実施した
ため。

なし

非常勤（会計年度任用職員）化等
の推進（働き方改革）

・検討指示取
組の検討の
推進
・会計年度任
用職員制度
導入に伴う検
討

・検討指示取
組の検討結
果
・会計年度任
用職員の職
務の検討

５つの部署で検討指
示取組の検討が進
められ、一部業務の
会計年度任用職員
化を行うこととなった
ため

会計年度任
用職員の活
用に向けた
各課におけ
る職務の見
直しの推進
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R元上半期 R元下半期 評価
取組項目 担当部署

計画（Ｐ） R元年度の取組（Ｄ） 今期の評価（C）
改善事項（A）

取組の経過 得られた成果 評価の理由

子育て
支援課

⑦実施 Ａ

保育課
②課内検

討
→ Ｃ

児童
青少年課

③庁内検
討

⑤準備 Ａ

交通対策課
③庁内検

討
Ａ

庶務課 ⑦実施 ⑨検証 Ａ

議会事務局
②課内検

討
→ Ａ

非常勤化実
施

職員１名削減
予定通り非常勤化を
実施

なし

職員の非常勤（会計年度任用職
員）化

課内検討出
来なかった。

なし

正規職員の非常勤化
は出来なかったが、幼
児教育保育無償化業
務増に対応するため、
臨時職員の雇用を行
い、時間外勤務を削減
することができた。

課内検討の
早期実施

職員の会計年度任用職員化
（職員１→会計年度任用職員１）

職場協議を実
施した。

実施に向けた
課内合意

実施に向けて課内
合意を得たため

なし

職員の会計年度任用職員化
（職員１→会計年度任用職員１）

非常勤化を１
年前倒しして
実施の検討

再検討結果
報告書提出

職場協議・課内検討
の結果、実現のため
の要件付きの内容
でまとめた。

なし

職員の非常勤化
（職員１→非常勤職員１）

非常勤化実
施

正規職員１名
削減に伴う財
政効果

計画通りに実施でき
たため

なし

他市の活用
状況等を理解
できた

類団同様議会事務
局経験者が再任用
を希望した際等に改
めて検討する。

職員の非常勤化
（職員１→非常勤職員１）

なし

行財政改革市民会議による
進捗チェック（Ｃ）

　概ね計画どおりに進捗していると評価します。
　この間、多様な任用形態の活用を進めて、職員数の適正化と重点配置が実現してきたこと、そのための各課の努力を評価しま
す。

　なお、保育課については、忙しいからこそ、多様な任用形態の活用その他の方策により、職員の生産性及び業務効率の向上に努
めるよう期待しています。
　また、多様な任用形態を活用可能な部署や業務がないか、引き続き検討・実施に努めてください。

再任用職員、非常勤職員（会計年
度任用職員）等の活用

一昨年度類
団分析を行
い、経験者な
ら一定検討の
余地ありと分
析
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取組⑨

R元上半期 R元下半期 評価

行政経営
担当

③庁内検
討

→ Ｃ

職員課 ⑦実施 Ａ

庶務課 ⑦実施 Ａ

庶務課 ⑦実施 Ａ なし

なし

給与業務の一元化
給与業務の
一元化を実施

業務の効率
化

計画どおり実施でき
たため。

なし

行財政改革市民会議による
進捗チェック（Ｃ）

　「給与業務の一元化」等の取組が進んだことを評価します。

　しかし、「新庁舎竣工を目途とした組織改正」が、進められていません。
　行財政改革プラン２０２５の策定に向けて、社会状況の変化や市の施策推進に向けた組織づくりが行えるよう、組織改正の課題及
び方針を検討してください。

給与事務の移管
４月1日から
本格実施した

職員課へ給
与事務を移管
した

業務については支
障なく遂行している。

契約事務の管財課への移管又は
主管課契約の拡大

４月1日から
本格実施した

主管課契約を
拡大したこと
により、庶務
課契約がなく
なった。

業務については支
障なく遂行している。

新庁舎竣工を目途とした組織改正 課内検討
検討課題及び
スケジュール
の整理

庁内ヒアリングの
上、組織改正方針を
検討することとした
が、ヒアリング等の
実施に至らなかった
ため

政策課題及
び社会変化
を踏まえ、新
庁舎の基本
設計を活かし
た形での組
織改正を検
討する。

アクションプラン２０２０　進行管理シート

市民の声に打てば響く！
組織機構の改革

取組項目 担当部署
計画（Ｐ） R元年度の取組（Ｄ） 今期の評価（C）

改善事項（A）
取組の経過 得られた成果 評価の理由
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取組⑩

R元上半期 R元下半期 評価

行政経営
担当

⑧推進 → Ａ

行政経営
担当

⑧推進 → Ａ

行政経営
担当

⑧推進 → Ａ

行財政改革市民会議による
進捗チェック（Ｃ）

　概ね計画どおりに進捗していると評価します。

　この間、アクションプラン２０２０の進行管理は、従前よりも適切に行われるようになったと評価しています。
　しかし一方、第９期市民会議の提言には「重要取組を明確化して重点的にＰＤＣＡを行う」とともに「各課における改善を促す仕組み
づくりを別途行う」とあります。行財政改革プラン２０２５策定に向けて、その検討を進めてください。

市民会議による進捗チェックと公表

アクションプラ
ン２０２０の進
捗チェック（平
成３０年度分
及び令和元年
度上半期分）

市民会議によ
る進捗チェッ
クの実施及び
結果の共有・
公表

計画通り進捗チェッ
クが完了し、結果を
市民が確認できる状
況となっているため

なし

市民・市議会・行政による行財政改
革の一体的推進（聖域なき改革の
推進）

・行財政改革
推進調査特
別委員会にお
ける審議
・行財政改革
市民会議にお
ける進捗
チェック
・行財政再建
推進本部にお
ける進行管理

・特別委員
会、市民会議
での情報共有
及び審議
・審議の内容
及び進行管理
結果を踏まえ
たアクションプ
ラン2020の改
定

市議会、市民会議に
情報提供を行いな
がら、行財政再建推
進本部における進
行管理を行い、取組
の推進を図ったため

なし

なし

アクションプラン２０２０　進行管理シート

ガラス張りを目指せ！
市民・市議会・行政による一体的推進

取組項目 担当部署
計画（Ｐ） R元年度の取組（Ｄ） 今期の評価（C）

改善事項（A）
取組の経過 得られた成果 評価の理由

行財政改革の 「見える化」

アクションプラ
ン２０２０の進
行管理（平成
３０年度分及
び令和元年度
上半期分）

進行管理シー
トの作成及び
公表

進行管理シートの公
表により、行財政改
革プラン２０２０の進
捗を、市民が確認で
きる状況となってい
るため
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取組⑪

R元上半期 R元下半期 評価

行政経営
担当

➉更新 Ａ

行政経営
担当

②課内検
討

③庁内検
討

Ｃ

新型コロナウイルス
感染症に伴う緊急
事態措置等により、
本部及び市民会議
を延期したため

行財政改革市民会議による
進捗チェック（Ｃ）

　「アクションプラン２０２０の策定・更新」について、アクションプラン２０２０は毎年９月に更新されてブラッシュアップされ、新たな取組
が積み上げられてきたことを評価します。
　先行き不透明感が増す社会情勢の中、先を完全に見通すことはできません。方向性を持ちつつ、柔軟に見直しながら取組を進め
ることが重要です。

　「行財政改革プラン２０２５（仮称）策定」については、新型コロナウイルス感染症に伴う緊急事態措置等により、遅れています。
　令和３年度以降の新たな行財政改革の取組を検討しつつ、新型コロナウイルス感染症の影響の深刻化・長期化等も踏まえた、先
行き不透明な時代における自治体経営の実現を目指した、新たな行財政改革の方向性づくりが求められいます。その検討を進めて
ください。

令和元年度
版の策定

行財政改革プラン２０２５（仮称）策
定

・行財政改革
市民会議によ
る審議
・策定スケ
ジュールの検
討

・行財政改革
市民会議によ
る提言
・策定スケ
ジュール案の
作成

アクションプラン２０
２０を予定どおり改
定して、新規取組を
積み上げたため

令和２年度
中の策定に
向けたスケ
ジュール見
直し及び適
切な論点の
設定等

目標実現に
向けた更なる
取組の積み
上げ

アクションプラン２０２０　進行管理シート

重要課題を先取り解決！
進行管理の強化

取組項目 担当部署
計画（Ｐ） R元年度の取組（Ｄ） 今期の評価（C）

改善事項（A）
取組の経過 得られた成果 評価の理由

アクションプラン２０２０の策定・更
新

・職場協議
・計画の更新
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小金井市行財政改革市民会議（第２回）             資料３  

                         令和２年８月２８日  

 

小金井市行財政改革プラン２０２５策定方針  

 

１ 目的  

  今後の行財政改革の指針である「小金井市行財政改革プラン２０２５」

の策定に当たり、基本的な方針を策定する。  

 

２ 背景  

⑴ 第５次基本構想・前期基本計画の策定  

  「誰もが笑顔で暮らすことができ、また地域の人の輪の中で、『しあわ

せ』を感じられるまち」の実現に向けた施策の推進の必要性  

⑵ 新型コロナウイルス感染症の影響  

  経済・社会的な影響の深刻化・長期化の中で、「新しい生活様式」、各

種対策の効果的な実施、税収減等への対応等の必要性  

⑶ 国等の動き（経済財政運営と改革の基本方針等）  

新型コロナウイルス感染症の下での危機克服と新しい未来に向けた、

スマート自治体への転換の必要性  

⑷ 新庁舎の整備、人件費及び扶助費増加、公共施設の老朽化  

  新庁舎の整備を機会とした改革、人件費及び扶助費の増加、公共施設

の老朽化への対応の必要性  

⑸ 行財政改革プラン２０２０の達成状況及び行財政改革市民会議提言  

  「９０％を切る」経常収支比率及び「類似団体最少」の職員数の目標

達成が困難な状況と、「プログラム型行財政改革へ」等の５つの提言  

 

３ 方針  

 ⑴ 行財政改革の目的  

先行き不透明な時代において、小金井市の魅力を高め、住民福祉を持

続的に増進することができる自治体経営の実現  

 ⑵ 計画期間 令和３年度～７年度（５年間） 

 ⑶ 策定時期 令和３年１０月（予定） ※長期総合計画と同時期 
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 ⑷ 策定体制 行財政再建推進本部 

 ⑸ 市民参加 行財政改革市民会議、パブリックコメント 

 ⑹ 基本的な方針 

  ア 先行き不透明な時代に対応できる自治体経営の実現（経営改革） 

イ 従来からの課題の解決とともに新たな課題に対応（先取り改革） 

  ウ 市民にわかりやすい改革（市民目線改革） 

 ⑺ 基本的な考え方 

  ア 行財政改革プランへの一本化（アクションプランは策定しない） 

  イ 重点取組の明確化と全庁的な推進（本部における年２回の進行管理） 

  ウ 各部における基本的取組の推進（各部から本部へ年２回の取組報告） 

 

６ 行財政改革プラン２０２５の構成案  

 ⑴ 基本方針 新たな行財政改革の目的と理念 

 ⑵ 重点取組 重点取組の内容と全庁的な推進  

  ア 新たな自治体経営の確立  

  イ 従来からの重要課題の解決  

  ウ 新たな課題への対応  

 ⑶ 各部取組 各部における取組の方向と推進  

 

７ 策定スケジュールの考え方  

  現行の行財政改革プラン２０２０は令和２年度で計画期間が満了する

ため、令和３年度以降についての計画が必要である。  

新型コロナウイルス感染症の影響等による情勢の変化等を踏まえて、新

たな行財政改革の方向性を検討していくものとする。  

 

 







 

前期基本計画の目標 

将来像を踏まえ、「住みやすい」「住み続けたい」と思う市民を一人でも増やすことを目指します。 
 

指 標 現状値（令和元年度） 目標値（令和７年度） 

「住みやすい」と思う市民の割合 84.9％ 100.0％ 

「住み続けたい」と思う市民の割合 82.4％ 100.0％ 

 

まち・ひと・しごと創生総合戦略 

人口減少に歯止めをかけ、住みよい環境を確保し、将来にわたって活力のある日本社会を地域から創生

しようとする計画「まち・ひと・しごと創生総合戦略」を、第５次基本構想・前期基本計画と統合し、こ

れらを一体的に推進していきます。 

【まち・ひと・しごと創生総合戦略における目標】 

基 本 

目 標 

１ 小金井の魅力を発信し、交流人口等の増加を図ることにより、地域の活性化につながるまち 

２ 多様な働き方ができ、安心して結婚・出産・子育てできるまち 

３ 時代に合った地域をつくり、安全・安心に暮らせるまち 

横断的

目 標 

１ 多様な人々がつながり、活躍を後押しする 

２ 社会の新しい動きを捉え、力にする 

 

持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）との関係 

2015 年 9 月の国連サミットで

ＳＤＧｓが採択されました。現

在、国際的に「誰一人取り残さな

い」持続可能で多様性と包摂性

のある社会の実現が目指されて

おり、このＳＤＧｓが世界的に

共有されています。   

小金井市でもその実現を目指

し、前期基本計画の施策をその

目標に関連づけ、推進していき

ます。 

 

出典：国際連合広報センターWEB サイト 

 
第５次基本構想・前期基本計画（案）（概要版） 

小金井市長期計画審議会 

（事務局）小金井市企画財政部企画政策課 

〒184-0004 東京都小金井市本町６－６－３ ☎042-387-9800 

FAX042-387-1224 E-mail s010199@koganei-shi.jp 

第５次小金井市基本構想・前期基本計画（案）  

～概要版～ 
 

長期計画審議会では、約１年にわたる審議と市民懇談会等での市民からの意見を踏まえ、市民のしあわ

せを増進することを目的として、市の最上位計画である第５次小金井市基本構想・前期基本計画（案）を

まとめました。 

この案について、令和２年６月１日（月）から７月 10 日（金）までパブリックコメントを実施してい

ます。是非この概要版だけでなく、第５次基本構想・前期基本計画（案）を御覧になり、御意見をお寄せ

ください。詳しくは募集要項、市報６月１日号又は市ホームページを御覧ください。 

 

 

 

 

 

 

 

基本構想・基本計画とは 

基本構想 市民のしあわせの増進を図ることを目的とし、今後10年にわたる将来像実現のため、まちづく

りの基本姿勢を踏まえた政策の取組方針を示すものです。 

基本計画 基本構想で定める将来像の実現に向けて、具体的な施策とその取組の方向性を示すものです。 

 

計画期間 

基本構想は、令和３年度から令和 12 年度までの 10 年間を計画期間とします。基本計画は前期と後期に

分かれており、前期基本計画の計画期間は、令和３年度から令和７年度までの５年間です。 

 

将来像   

 
いかそうみどり 増やそう笑顔 つなごう人の輪 小金井市 

 

住みやすく、そして住み続けたいと思える小金井市であり続けるため、誰もが笑顔で暮らすことができ、

また地域の人の輪の中で、「しあわせ」を感じられるまちを目指します。 

 

 

 

 

 

   

小金井市行財政改革市民会議（第２回）                    資料５ 

令和２年８月２８日 



 

第５次基本構想・前期基本計画の構成 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○個人の尊厳と平等を尊ぶ意識の共有 

○自分らしく学びを楽しむまちの実現 

○地域における学びの活用の推進 

 

 

 

 

 

 

 

○いきいきとした暮らしの充実 

○自立した暮らしの支援と実現 

○健康な暮らしの支援と実現 

 

 

 

 

 

 

 

○持続可能な行財政運営 

○共に歩むオープンな行政の実現 

○みんなから愛されるまちづくり 

 

 

 

 

 

 

 

 

○子どもの健やかな育ちの実現 

○子育て環境の充実 

○生きる力の育成と学習環境の   

整備・充実 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○自助・共助・公助のバランスが 

取れた地域社会の構築 

○便利で暮らしやすく、ふれあい

と活力のあるまちの実現 

 

 

 
 

 

未来につなげる まちづくり 

将来へ向けて希望の持てる、持続可能で   

活力あるまちづくりに取り組みます。 

みんなで進める まちづくり 

本市への愛着や誇りを育み、お互いに理解し、  

助け合いながら、まちづくりに取り組みます。 

施
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子
ど
も
の
育
ち
の
支
援 

施
策
１３ 

子
育
て
家
庭
の
支
援 

施
策
１４ 

子
育
て
・
子
育
ち
環
境
の
充
実 

施
策
１５ 

学
校
教
育
の
充
実 

施
策
１６ 

学
校
環
境
の
整
備 

施
策
１７ 

芸
術
文
化
の
振
興 

施
策
１８ 

国
際
交
流
・
都
市
間
交
流
の
推
進 

施
策
１９ 

人
権
・
平
和
・
男
女
共
同
参
画
の
尊
重 

施
策
２０ 
生
涯
学
習
の
振
興 

施
策
２１ 

ス
ポ
ー
ツ
の
振
興 

施
策
２２ 

福
祉
の
ま
ち
づ
く
り
の
推
進 

施
策
２３ 

高
齢
者
の
生
き
が
い
の
充
実 

施
策
２４ 

高
齢
者
が
暮
ら
し
続
け
る
仕
組
み
の
充
実 

施
策
２５ 

障
が
い
者
福
祉
の
充
実 

施
策
２６ 

健
康
の
維
持
・
増
進 

 

施
策
２７ 

市
民
参
加
・
協
働
の
推
進 

施
策
２８ 

積
極
的
な
情
報
発
信 

施
策
２９ 

計
画
的
な
行
財
政
運
営 

施
策
９ 

地
域
の
安
全
・
安
心
の
向
上 

施
策
１０ 

産
業
・
観
光
の
振
興 

施
策
１１ 

都
市
農
業
の
振
興 

施
策
８ 

防
災
態
勢
の
整
備  

みんなで幸せになる まちづくり 

市民の生活を守り、安定・発展させることを 

最優先としたまちづくりに取り組みます。 

 

 

 

 

○豊かなみどりと水の保全と活用 

○環境に優しい循環型社会の形成 

○魅力的で快適な、人に優しい 

まちづくりの推進 

 

施
策
１ 

み
ど
り
と
水
の
環
境
整
備 

施
策
２ 

循
環
型
社
会
の
形
成 

施
策
７ 

交
通
環
境
の
整
備 

施
策
５ 

住
環
境
の
整
備 

施
策
３ 

環
境
保
全
の
推
進 

施
策
４ 

市
街
地
の
整
備 

施
策
６ 

都
市
イ
ン
フ
ラ
の
整
備 

 

基
本
姿
勢 

いかそうみどり 増やそう笑顔 つなごう人の輪 小金井市 

将
来
像 

政
策
・
施
策 

文化と生涯学習 福祉と健康 行政運営 子どもと教育 地域と経済 

 

環境と都市基盤 

 一人ひとりが自分らしく 
輝いて生きることができるまち 

心豊かにのびのびと 
子どもが育つまち 

安心して過ごせる 
暮らしやすいまち 

自然と都市が調和した 
人に優しいまち 

開かれた市政で 
誰からも信頼されるまち 

誰もがいきいきと 
暮らすことのできるまち 









小金井市行財政改革市民会議（第２回）             資料７  

                         令和２年８月２８日  

 

第１０期行財政改革市民会議  

部会員名簿（案）  

 

 行財政改革市民会議設置要綱第６条に基づいて部会を設置して、予算の範

囲内で回数を確保しつつ、集中的な検討を進めるものとする。  

 新たな行財政改革の在り方について検討する「理念と方針」部会と、重点

的に取り組むべき重要課題について検討する「重点取組」部会を設置する。 

 

大谷 基道  会長 黒崎 晋司  副会長  

「理念と方針」部会  「重点取組」部会  

部会員  八木 尚子  委員  

  松井 大平  委員  

     中村 文亮  委員  

     溝口 貞彦  委員  

部会員  馬場 利明  委員  

  髙橋 良一  委員  

     中村 彰宏  委員  

     浅野 由美  委員  

 

 なお、部会員以外の委員も部会に出席することできるものとする。ただし、

その場合には、謝礼は支払われないものとする。  

 


